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Abstract 

 

近年，待機児童が都市部を中心に爆発的に増加しており，深刻な社会問題となっている．本

研究では，地理情報システム（GIS）と空間情報を活用して，保育所の「量」と「空間」の

両ミスマッチを示せる保育所アクセシビリティを計算し，分析した．待機児童の多い東京都

文京区を対象に分析した結果，文京区内には，保育所アクセシビリティが 1 未満の地区（保

育所の需要に対して供給が不足している地区）が多く，アクセシビリティが 0.25 未満と極

めて低い地区も存在することがわかった．このように，保育所アクセシビリティの低い地区

が区内の随所に存在することが，待機児童発生の一因になっていると考えられる．本研究の

保育所アクセシビリティは，他の地域でも計算でき，保育所を整備すべき場所と量を示せる

指標として，今後の保育計画に有用であると期待する． 
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1. はじめに 

超少子高齢化に直面している日本において，仕事と子育ての両立支援は喫緊の政策課

題となっている．しかし，近年，認可保育所に入りたくても入れない待機児童が都市部

を中心に爆発的に増加しており，深刻な社会問題となっている（厚生労働省，2009；保

育園を考える親の会，2009）．待機児童となった家庭は，就業が不可能になったり，一

般的に料金が高く質の低い認可外保育を利用したりせざるを得ない．仕事と育児の両立

はおろか，子どもの健全な発育も不安定になりかねず，良質で手頃な保育所の拡充が求

められている． 

待機児童が発生している背景には，保育所の「量」の不足に加えて，通園・通勤が可

能な場所に入所できないという「空間」のミスマッチが生じていることが考えられる．

実際に，保育所の立地や近接性（アクセシビリティ）は，保育所を選定する際の重要条

件であることがさまざまな調査で報告されている（小林・石川，1994；文京区福祉部児

童課，2004；宮澤，1998a，1998b；山田ほか，2008）．そこで本研究では，多数の待機

児童が報告されている東京都文京区を対象に，保育所の「需給量」だけでなく，「空間」

のミスマッチも示せる保育所アクセシビリティを計算し，分析する． 

保育所アクセシビリティに関しては，保育所の立地と保育時間を考慮した分析（瀬

川・貞広，1996）や，時間地理学のモデルや個人の活動プログラムに基づく分析（岡本，

1995；神谷ほか，1990；武田，1999；谷貝，1989；宮澤，1998b；Lenntorp，1978）が

ある．しかし，保育所の受入れ可能児童数（供給量）を計算に入れた保育所需給量のミ

スマッチについては分析されていない．その理由の一つは，待機児童が最近の問題であ

ることが考えられる．一方，Webster and White（1997）は，英国の南ウェールズ地方を

対象に，保育サービスの需給率を示すアクセシビリティを計算している．しかし，保育

サービスの需要量と供給量を，それぞれ幼児を持つ母親の数と（個人契約の）保育士の

数としており，保育所の需給率は示されていない． 

本研究では，既往研究では扱われてこなかった，待機児童対策に有用な保育所アクセ

シビリティを算出し，分析することを目的とする．そのため，地理情報システム（GIS：

Geographic Information System）と空間情報を活用して，保育所の「需給量」と「空間」

の両ミスマッチを示せる保育所アクセシビリティを，国勢調査の基本単位区レベルの詳

細な空間単位で計算し，分析する．また，待機児童数は年齢により差があるため，保育

所アクセシビリティを児童の年齢別でも計算し，分析する． 

 

2．方法 

対象地域は，待機児童が多く，2009 年 4 月 1 日現在で保育計画を策定する市区町村に
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指定されている東京都文京区とした1．本研究では，まず，文京区の乳幼児（0～5 歳）

人口の状況，待機児童の状況，保育所の状況を調査し，次に，保育所アクセシビリティ

の計算と分析を行った． 

乳幼児人口の状況については，2000～2009 年の推移と，国勢調査の基本単位区をベ

ースとする 2009 年の分布状況を調査した．乳幼児人口のデータは，「文京の統計」（文

京区，2000～2009）に報告されている各年 1 月 1 日現在の住民基本台帳の年齢別乳幼児

人口を用いた．乳幼児人口の分布状況は，国勢調査の基本単位区ごとに推計した乳幼児

人口を，GIS で視覚化することで調査した．この推計には，「文京の統計」から抽出し

た 2009 年 1 月 1 日現在の町丁別各歳別人口を，基本単位区の人口で比例配分する方法

を用いた．基本単位区の境界データは，総務省統計局より入手した本調査時点では最新

の 2005 年国勢調査のデータを用いた．2005 年国勢調査では，文京区内には，68 の町丁，

2,720 の基本単位区が含まれる． 

待機児童の状況については，文京区役所より入手した 2003～2009 年の各年 4 月 1 日

現在の認可保育所入所申込児童数と認可保育所待機児童数を報告する．なお，本研究で

は，2002 年まで用いられていた旧定義による待機児童数を報告する．この旧定義の待

機児童数は，認可保育所の入所申込児童数から入所児童数を引いた数，すなわち入所不

承諾数となっている．一方，2002 年に改定された新定義の待機児童数は，この旧定義

の待機児童数から，国庫補助事業や地方公共団体による認可外保育（東京都認証保育所

や保育ママなど）で保育されている児童と，第 1 希望以外の保育所を希望しない家庭の

児童が引かれている．そのため，新定義の待機児童数には，比較的安価で質の高い認可

保育所に入所できないために認可外保育を利用している児童2や，第 1 希望以外の保育

所では通園・通勤が困難な家庭の児童が含まれていない3．本研究では，利用者のニー

ズを反映しているという点を考慮し，旧定義の待機児童数を報告する．なお，認可外保

                                                      
1 2009年 4月 1 日現在の保育計画を策定する市区町村の一覧は，厚生労働省（2009）の資料 5 に掲載

されている． 
2認可保育所の保育料は，各家庭の年間所得税額により決定され，所得税額が低くなるほど安くなる．

例えば文京区では，3歳未満児の 2009年度月額保育料は，被生活保護世帯や非課税世帯は 0円，所

得税額が 200,000円の中間的所得世帯は 32,500円，所得税額が 803,000円以上の高所得世帯は 57，
500 円（保育料の上限）となっている（文京区男女協働子育て支援部保育課入園相談係，2009）．一方，

認可外保育所の保育料は，通常，利用量に応じた金額になっており，低・中所得世帯のフルタイム（月

160 時間以上）利用の保育料は認可保育所よりも高い． 
3新定義では，他に入所可能な保育所があるにも関わらず，第一希望の保育所のみ希望している場合

は待機児童に含めないとされている．ここで，他に入所可能な保育所とは， ①開所時間が保護者の需

要に応えている（例えば，希望の保育所と開所時間に差異がないなど），②立地条件が登園するのに無

理がない（例えば，通常の交通手段により，自宅から 20～30 分未満で登園が可能など），とされている．

しかし，開所時間が同じでも，片道 20～30 分かかる保育所では，通園・通勤が困難であると思われる．

宮澤（1998b）は，現実的で望ましい通園限界距離は自宅から 10 分程度であり，10 分を超えると通園が

困難であることを示唆している．特に，待機児童の多い 0 歳，1 歳の長距離通園は親子の負担が大き

い． 
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育所の待機児童数は，国や自治体では把握しておらず，データの入手が困難である． 

保育所の状況については，2009 年 5 月 1 日現在の認可保育所 27 園と東京都認証保育

所 6 園の所在地と，各保育所の年齢別の定員を調査した．保育所の供給量には，認可保

育所と認証保育所の定員を用いた．認可保育所と認証保育所は，それぞれ国と東京都独

自の設置基準を満たしており，一定の質が確保されていると考えられる．認可・認証保

育所についての詳細は，東京都福祉保健局（2009）などで紹介されている．一般的には，

比較的質が高く保育料の安い認可保育所の人気が高く，文京区では，2009 年 4 月時点で

認証保育所の在籍児 285 人中 81 人（28%）が認可保育所への転園申請を出している4（保

育園を考える親の会，2009）．しかし，柔軟な保育サービス（長時間保育など）や立地

（駅に近いなど）を提供する認証保育所の利用希望者も少なくない．「文京区子育て支

援に関するニーズ調査」（文京区，2009）によると，就学前児童の保護者を対象に利用

したい保育サービスを尋ねたところ，「認可保育所」と回答した人が 36%と最も多く，

「認証保育所」と回答した人は 10％となっている．  

保育所アクセシビリティは，次の式を用いて，2005 年国勢調査の基本単位区ごとに

算出した． 

    （1） 

 

（a：年齢，Ai：居住地 i の保育所アクセシビリティ，Sj：保育所 j の定員，dij：居住地 i

と保育所 j の道路上距離，djk：保育所 j と居住地 k の道路上距離，d0：通園限界域を決め

る通園距離の閾値，r：保育所需要率，Pk：居住地 k の人口） 

 保育所の定員（Sj）は，2009 年 5 月 1 日現在の認可・認証保育所の定員を用いた．居

住地と保育所の道路上の距離（dijと djk）は，ArcGIS9.3 の Network Analyst を用いて計測

した．ここで，居住地は基本単位区の重心とし，保育所の所在地は東京大学空間情報科

学研究センターの号レベルアドレスマッチングサービスを利用して作成した保育所の

ポイントとした．道路データは ESRI ジャパン社の 2009 年道路網データを使用した． 

通園限界域（d0）は，500m，750m，1,000m の 3 種類を用いた．東京都中野区の認可

保育所利用者を対象に調査した宮澤（1998b）によると，徒歩と自転車による送迎時間

が 10 分以内と回答した世帯は 80～90％を占めており，保育所までの距離を不満と答え

                                                      
4所得税額に応じて保育料が減免される認可保育所と異なり，認証保育所の保育料は通常，利用量に

応じて一律に定められており，月額上限は 3歳未満児で 80,000円，3歳以上で 77,000円となっている． 
2009 年の文京区では，認証保育所を月極契約で月 160 時間利用した場合，保育料を児童 1 人あたり

月額 20,000 円補助している．したがって，フルタイム（月 160 時間以上）利用の場合，認可保育所の上

限保育料に該当する高所得層の保育料は認可と認証保育所でほぼ変わらなくなるが，低・中所得層の

保育料は認可保育所の方が安い． 
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た世帯の送迎時間は 10 分よりも長い．その結果，現実的で望ましい送迎時間は 10 分程

度であると判断している．瀬川・貞広（1996）と同様に子連れの徒歩速度を 3km/h とす

ると，徒歩 10 分の移動距離は 500m となる． Pinch（1984）は，寒い日や雨の日がある

ことを考慮すると，望ましい通園限界域は 1/2 マイル（約 800m）であるとしており，

Webster and White（1997）も，800m を通園限界域に使っている．そこで本研究では，500m，

750m，1,000m の 3 種類で保育所アクセシビリティを計算することにした．なお，自転

車の場合は，時速 10km/h とすると 10 分で約 1,670m 移動できる．しかし，東京都中野

区の調査（宮澤，1998b）によると，0 歳では徒歩の送迎が 83%と大多数を占めている．

1 歳以上では自転車の利用が 64％と最も多いが，自転車以外のほとんどは徒歩による送

迎であり，また，自転車を利用する人も天候の悪い日は徒歩に頼らざるを得ない場合が

あるため，通園限界域は徒歩をベースに考えることにした．なお，車の送迎は，文京区

では奨励されていないため考慮しないことにする． 

保育所需要率（r）は，2009 年の認可・認証保育所需要率を，（（認可・認証保育所定

員+旧定義待機児童数－旧定義待機児童数のうち認証保育所に入所している児童数）÷

人口）5として計算したところ，0 歳が 18％，1 歳，2 歳，3 歳，4 歳以上がそれぞれ 32%， 

34%， 35%， 28%と 3 割前後であったため，0 歳は 20%，1 歳以上は 30%とした．なお，

文京区内の認可・認証保育所は一般的に区民が優先であるため，文京区外の保育所の需

給量は考慮していない． 

（1）式で算出された保育所アクセシビリティは，通園限界域内の保育所の需給率（供

給量÷需要量）を表す．したがって，アクセシビリティ値が 1 の場合は保育所の需給が

均衡していることを示し，1 より大きい場合は供給の充足を，1 未満の場合は供給の不

足を意味する． 

 

3.結果 

3.1.乳幼児人口の状況 

2000～2009 年の文京区の乳幼児人口の推移みると（図 1），驚くべきことに，少子化

とはいわれているが，乳幼児人口が増加している．特に，2008 年以降の増加幅が比較

的大きい．この人口増加の要因を調べてみると，自然増減（出生と死亡の差）よりも，

社会増減（転入と転出の差）による部分が大きいと思われる．東京都総務局統計部人口

統計課（2009）のデータをみると，2008 年中に文京区の総人口は 2,373 人増加しており，

その中の 2,129 人（90％）が社会増減による増加となっている．東京都全体でも同様の

                                                      
5認可・認証保育所定員は 2009 年 5 月 1 日現在，旧定義待機児童数および旧定義待機児童数のうち

認証保育所に入所している児童数は 2009 年 4 月 1 日現在， 人口は 2009 年 1 月 1 日現在のデータを

用いた． 
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傾向がみられ，近年の乳幼児人口の増大が，待機児童増加の一因となっていると考えら

れる6． 

 
図 1 文京区の年齢別乳幼児人口（2000～2009 年） 

図 2 に，2005 年国勢調査の文京区の町丁と基本単位区の境域を，図 3 に，基本単位区

ごとに推計した 2009 年の乳幼児人口を示す．乳幼児人口は，教育施設や公園・緑地等

の居住できない場所を除いて，区全体に幅広く分布していることがわかる． 

 
図 2 文京区の町丁と基本単位区（2005 年国勢調査） 

                                                      
6厚生労働省（2009）の資料 3 によると，（新定義）待機児童数は，全国の中で東京都が 7,939 人と圧倒

的に多く，東京都だけで全国の待機児童数（16,255 人）の 49%とほぼ半数を占めている． 

2000 2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009

0歳 1,106 1,120 1,103 1,137 1,079 1,196 1,189 1,329 1,413 1,484

1歳 1,080 1,130 1,154 1,155 1,168 1,151 1,234 1,209 1,359 1,416

2歳 1,070 1,086 1,129 1,156 1,151 1,219 1,208 1,257 1,221 1,387

3歳 1,106 1,084 1,117 1,150 1,199 1,202 1,260 1,229 1,249 1,250

4歳 1,133 1,130 1,133 1,151 1,190 1,233 1,238 1,278 1,284 1,272

5歳 1,159 1,151 1,144 1,157 1,159 1,220 1,287 1,253 1,307 1,291

0～5歳 6,654 6,701 6,780 6,906 6,946 7,221 7,416 7,555 7,833 8,100
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図 3 文京区の乳幼児人口の分布（2009 年 1 月 1 日現在） 

3.2.待機児童の状況 

2003～2009年の各年 4月 1日現在における文京区の認可保育所入所申込児童数をみる

と（図 4），全体的に増加傾向にあり，保育所の需要量が増大していることがわかる．

特に，乳幼児人口が大幅に増えた 2008 年に，待機児童も大きく増えており，2009 年で

はさらに増えている．年齢別にみると，0 歳と 1 歳の入所申込数が多く，2009 年ではそ

れぞれ 274 人，322 人となっている．次いで，2 歳の 149 人となっており，0～2 歳の低

年齢児が，入所申込児童数の 81%と大多数を占めている． 

 

図 4 文京区の認可保育所入所申込児童数（2003～2009 年，各年 4 月 1 日現在） 

東京大学
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総数 380 499 561 557 684 875 916
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2003～2009 年の各年 4 月 1 日現在における文京区の待機児童数をみると（図 5），2008

年に大幅に増加し，2009 年ではさらに増えている．中でも 1 歳が突出して多く，2009

年では全待機児童の約半数を占める．次いで，0 歳，2 歳の待機児童が多く，0～2 歳の

低年齢児が待機児童全体の 93％をも占めている．  

ここで，保育所入所の大部分は年度替わりの時期であるため，待機児童数は 4 月から

年度末にかけて増加する傾向があることに注意する必要がある．例えば，2008 年度の

文京区の待機児童数の状況をみると（図 6），4 月時点では 194 人であったが，同年度の

1 月（2009 年 1 月）時点では 305 人へと 1.6 倍に増えている．年齢別にみると， 0～2 歳

の増加が目立つが，10 月～1 月の期間で伸びが鈍化している．これは，10 月に 0～2 歳

を受け入れる認証保育所 1 園（ぽけっとランド本郷）が開設されたためと考えられる．

このことを考慮すると，年度初めから年度末にかけて，特に 0～2 歳の待機児童数が増

加する傾向が大きいと思われる．東京都全体でも，同様の傾向がみられる．「東京都保

育計画」（東京都福祉保健局，2005）によると，2004 年度の東京都全体の待機児童数は，

4 月から 10 月にかけて 1.7 倍に増えている．特に，0～2 歳の増加幅が大きく，0 歳は約

5 倍，1 歳は 1.4 倍，2 歳は 1.5 倍に増えている．したがって，4 月時点の待機児童数は，

保育所が拡充されない限り，同年度の 10 月や 1 月時点では大幅に増えている可能性が

ある． 

年度途中（特に年度後半）の入所はさらに困難になるため，希望する保育所に入所す

るために育児休業期間を調整する人も少なくない．「文京区子育て支援に関するニーズ

調査」（2009）によると，育児休業制度を利用した人の 37％が，「育児休業期間を調整

したので希望する保育サービスを利用できた」と回答しており，「育児休業期間を調整

せずに利用できた」人の 30％を上回っている．なお，「希望する保育サービスを利用で

きなかった」と回答した人は 20%もいる． 
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図 5 文京区の（旧定義）認可保育所待機児童数（2003～2009 年，各年 4 月 1 日現在） 

 
図 6 文京区の（旧定義）認可保育所待機児童数（2008 年度，4 月，7 月，10 月，1 月時点） 

 

3.3. 保育所の状況 

文京区の 2009 年 5 月 1 日現在における認可保育所 27 園と認証保育所 6 園の合計 33

園の分布を図 7 に，認可・認証保育所の年齢別の定員を表 1 に示す．図 7 より，保育所

は文京区内に幅広く分布していることがわかる．しかし，図 7 に示す保育所は，認可・

認証保育所全 33 園であり，児童の年齢によっては入所できない保育所があることに留

意する必要がある．例えば，0 歳保育を実施している保育所は，表 1 に示すように 33

2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009

0歳 1 1 16 4 7 51 56

1歳 25 10 23 52 30 105 103

2歳 3 14 1 4 18 20 39

3歳 9 12 12 5 6 14 8

4歳以上 15 10 19 3 8 4 6

総数 53 47 71 68 69 194 212
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園中 26 園と比較的少ない．年齢別の定員をみると，認可保育所は，0 歳と 1 歳が比較的

少なく，特に 0 歳の受け入れ人数が少ない．一方，認証保育所の定員は，全体的に認可

保育所よりも少ないが，比較的 0～2 歳の低年齢児が多い．このことから，認証保育所

は，人数の多い低年齢の待機児童の受け皿にもなっていると思われる． 

 

図 7 文京区の認可・認証保育所の分布（2009 年 5 月 1 日現在） 

表 1 文京区の認可・認証保育所の施設数と定員（2009 年 5 月 1 日現在） 

 
 

0 歳 1 歳 2 歳 3 歳 4・5 歳 合計 

 施 
 設 
 数 

認可 20 26 26 23 20 ‐ 
認証 6 6 5 3 3 ‐ 
合計 26 32 31 26 23 ‐ 

 定 
 員 
 

認可 195 332 393 414 706 2,040 
認証 40 55 47 14 14 170 
合計 235 387 440 428 720 2,210 

 

3.4. 保育所アクセシビリティの状況 

次に，国勢調査の基本単位区ごとに算出した保育所アクセシビリティの結果を報告す

る．図 8 に，通園限界域を 750m として計算した保育所アクセシビリティの値を示す．

各地図内の円印は，保育所の所在地と定員の大小を示す．年齢によって定員が 0 の保育

所，すなわち当該年齢の保育を実施していない保育所は，地図表示から省いている．  

認可保育所（27園）
認証保育所（6園）
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1-25人
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> 100

保育所定員（0～5歳）

0.00
0.01-0.24
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保育所アクセシビリティ値
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千石4丁目
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1-5人
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> 15

保育所定員（0歳）
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小石川2丁目
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小日向2丁目

関口2丁目

1-5人
6-10
11-15
> 15

保育所定員（1歳）

小石川2丁目

小石川3丁目

青柳保育園

1-5人
6-10
11-15
> 15

保育所定員（2歳）
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> 15

保育所定員（3歳）
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11-20
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> 40

保育所定員（4～5歳）

（a）0～5歳 （d）2歳

（b）0歳 （e）3歳

（c）1歳 （f）4・5歳

図8 文京区の保育所アクセシビリティ（通園限界距離：750m）
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図 8 の各地図をみると，エリアや児童の年齢により差はあるが，全体に共通して，ア

クセシビリティが 1 以上（供給充足）の地区は限られており，アクセシビリティが 1 未

満（供給不足）の地区が多いことがわかる．また，アクセシビリティが 0.25 未満と著

しく低い地区も存在する．アクセシビリティが 1 未満と低い地区には，全体的に次の 3

つの傾向がある． 

第一に，近隣に保育所が存在しない地区で，アクセシビリティが低い．例えば，0~5

歳（図 8a）をみると，区の北部（六義園の北部・西部，千石 4 丁目北部）や南西部（関

口 1 丁目周辺）などでは，近隣（750m 圏域）に保育所がないため，アクセシビリティ

が極めて低い．第二に，近隣に保育所があっても，当該年齢の保育を実施していないた

め入所が不可能である場合に，アクセシビリティが低い．例えば 0 歳の状況（図 8b）

をみると，前述の地区に加えて，近隣に 0 歳保育を行っている保育所の存在しない，区

の北東部（千駄木 4 丁目周辺），中央南部（小石川 2，3 丁目周辺），西部（小日向 2 丁

目，関口 2 丁目東部）などでアクセシビリティが顕著に低い．第三に，年齢的には入所

可能な保育所が近隣にあっても，需要に対して供給の少ない地区で，アクセシビリティ

が低い．例えば 1 歳の状況（図 8c）をみると，区の中央南部（小石川 2，3 丁目周辺）

では，比較的 1 歳人口が多いが，近隣に定員の少ない保育所しかないため，アクセシビ

リティが非常に低い．また，区の西部に位置する青柳保育園は，1 歳の定員が比較的多

いが，近隣の 1 歳人口が多いため，他に保育所のない南方エリアでアクセシビリティが

相当に低い． 

通園限界域を 500m，1,000m とした場合でも，アクセシビリティが 1 未満の地区が多

いという結果は変わらなかった．しかし，アクセシビリィが 0.25 未満と著しく低い地

区は，通園限界域を 500m とした場合は大幅に増加し，1,000m とした場合は減少する．

例として，通園限界域を 500m，1,000m とした場合の 0 歳と 1 歳の保育所アクセシビリ

ティ値を図 9 に示す．通園限界域が 750m の場合（図 8b，8c）と比較して，通園限界域

が 500m の場合（図 9a，9c）は，保育所アクセシビリティの著しく低い地区が顕著に多

くなり，アクセシビリティが 1 以上の地区の面積が若干減少する．これは，保育所から

500m 圏内に入らない地区が多いためである．特に，0 歳の場合，長距離移動が困難で

あるにも関わらず，0 歳保育を実施している保育所が少ないため，アクセシビリティの

著しく低い地区が際立って多くなる．この状況を改善するためには，0 歳保育の実施園

を増やす必要がある．通園限界域が 750m の場合（図 8b，8c）と比較して，通園限界域

が 1,000m の場合（図 9b，9d）は，アクセシビリティの著しく低い地区が減少するが，

アクセシビリティが 1 以上の地区の面積はほとんど変化しない．したがって，通園限界

域を 1,000m に変化させても，保育所の供給が不足している地区が多数存在することに

は変わりはない． 
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4. おわりに 

本研究は，待機児童の多い東京都文京区を対象に，2009 年のデータを用いて保育所

アクセシビリティを分析した．その結果，文京区内には，保育所アクセシビリティが 1

未満の地区，すなわち保育所の需要に対して供給が不足している地区が多く，保育所ア

クセシビリティが 0.25 未満と極めて低い地区も存在することがわかった．このように，

保育所アクセシビリティの低い地区が区内の随所に存在することが，待機児童発生の一

因になっていると考えられる． 

アクセシビリティは，地区や児童の年齢により差があるが，アクセシビリティの低い

地区が多い結果は，全ての年齢に共通していた．文京区では，待機児童の 9 割以上を 0
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（b）0歳（1,000m） （d）1歳（1,000m）

図9 文京区の通園限界距離別保育所アクセシビリティ（0歳，1歳）
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～2 歳の低年齢児が占めていた．保育所アクセシビリティの低い地区があるにも関わら

ず，3 歳以上の待機児童が比較的少ないのは，幼稚園や幼稚園の預かり保育を利用でき

るためかもしれない． 

2008 年に策定された政府の「新待機児童ゼロ作戦」にみられるように，待機児童対

策は国の重要な政策課題となっている．政府や自治体は保育所の質と量の充実を図って

いるが，実際に，どの場所に保育所を整備すればよいかについての客観的なデータは見

当たらない．本研究の保育所アクセシビリティは，文京区以外の地域にも適用でき，保

育所を整備すべきエリアの選定や，今後の保育計画に有用な指標となる．例えば，需要

が多いにも関わらず保育所アクセシビリティの低いエリアは，保育所整備の必要性が高

いと考えられる．また，そのエリアの保育所需要を満たすために必要な供給量を推計す

ることができる．さらに，保育所を整備することにより，どの程度，保育所アクセシビ

リティが改善されるかについても定量的・視覚的に確認できる． 

保育所アクセシビリティの算出では，通園限界域，需給量，需要率を変えられるため，

他の地域や今後の動向に合わせた保育所アクセシビリティを計算できる．例えば，送迎

に車を利用する人の多い郊外や地方では，通園限界域の距離を長く設定するか，時間距

離を用いるのが現実的であろう．本研究では，認可・認証保育所の需要率を 0 歳の 20％，

1 歳以上は 30％として保育所アクセシビリティを計算したが，潜在的な需要率はこの数

値よりも高いと思われる．入所は絶望的であることから申請していない人（求職中の人

など）がいることや，認可外保育所の待機児童数は公開されていないため需要率の推計

に入れていないからである．今後は，保育所の需要率が高まることが予想される．例え

ば，2007 年に策定された政府の「仕事と生活の調和推進のための行動指針」では，保

育サービスの提供率（3 歳未満児）を，2007 年の 20％から，2012 年（5 年後）には 29％，

2017 年（10 年後）には 38％に引き上げることを目標としている（内閣府，2007）．しか

しその一方で，人口の減少が予測されており，例えば東京都の年少人口（0～14 歳）は，

2010 年までは微増するが，2015 年以降は減少傾向となることが予測されている（東京

都総務局統計部調整課，2008）．本研究の保育所アクセシビリティは，こうした各状況

に合わせて計算でき，今後の保育計画に活用することができる． 

仕事と育児の両立支援や少子化対策において，保育所整備が果たす役割は大きい．「育

児や介護と仕事の両立に関する調査報告書」（日本労働研究機構，2003）によると，仕

事を続けたかったが仕事と育児の両立の難しさで離職した人の約 3 割（29％）が，「保

育園等に子どもを預けられそうもなかったため」と回答している．「第 20 回文京区政に

関する世論調査」（文京区，2006）によると，少子化が進んでいる原因として，「保育施

設・育児休業制度など社会的支援が不十分だから」と回答した人が 3 割以上（33％）い

る．また，「文京区子育て支援に関するニーズ調査」（文京区，2009）によると，就学前
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児童の子育てに有効な対策として，「保育サービスの充実」と回答した人が 47％と最も

多い．こうした状況下，いつでも子どもを安心して産み，育て，働ける社会になるため

には，良質で手頃な保育所を早急に整備する必要があろう．本研究の保育所アクセシビ

リティは，他の地域でも計算でき，保育所を整備すべき場所と量を示せる指標として，

今後の保育計画に役立つと期待している． 
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